
平成30年７月30日作成

●会場別回答

質問 提案

１ 宮城野公民館 7月2日 月 7 15 13 2 1

２ 箱根集会所 7月5日 木 10 14 11 3 0

３ 湯本小学校 7月11日 水 5 13 8 5 0

４ 温泉公民館 7月12日 木 6 13 9 4 1

５ 仙石原公民館 7月13日 金 13 17 13 4 1

６ 元箱根集会所 7月17日 火 5 13 6 7 0

７ 大平台集会所 7月18日 水 14 9 9 0 1

８ 社会教育センター 7月19日 木 3 7 5 2 0

９ 役場分庁舎 7月20日 金 5 7 5 2 0

68 108 79 29 4

●分類別回答

質問 提案

１ 13 11 2 0

２ 12 7 5 0

３ 2 2 0 0

４ 10 10 0 0

５ 11 5 6 0

６ 7 7 0 0

７ 3 1 2 0

８ 11 7 4 1

９ 4 1 3 1

10 7 4 3 1

11 8 8 0 0

12 1 1 0 0

13 6 5 1 0

14 0 0 0 0

15 2 2 0 0

16 6 3 3 1

17 1 1 0 0

18 4 4 0 0

108 79 29 4計

№ 開催場所 開催日時 出席者
質問・提案数

質問・提案の区分

その他

町民等への説明

議員に関すること

人件費（職員削減）

地方交付税

中長期財政見通し

公共施設

行政サービス

財政逼迫

歳入確保（ふるさと納税含む）

行財政運営の考え方

行財政改革アクションプラン

歳出削減

町税等（徴収対策含む）

人口減対策

宿泊税

各税目の検討

計

固定資産税 の見直し

筆記分

筆記分

財政対策に関する説明会結果（総括表）

№
質問・提案数
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平成30年７月30日作成

№ 詳細区分 主な質問 回答

1
固定資産税
の見直し

固定資産税の超過課税は、「この
５年間のみならず」という説明が
あったが、いつまで続くのか。

青色の資料８ページにある中長期財政見通し
では、平成39年度まで大幅な歳入不足が見込
まれ、少なくともこの間は、固定資産税超過
課税を継続せざるを得ないと考えています。
平成40年度以降も歳入不足が大幅に改善する
のは難しいと考えておりますので、何らかの
財源確保策は必要であると考えています。

2
固定資産税
の見直し

人口増や観光客が増えることによ
り町が活気づいて、それが税収増
に繋がれば、町民事業者が負担せ
ずに財源不足が補えるので一番良
いと思うが中々難しいので固定資
産税超過課税は長期間続くと考え
て良いのか。

平成27年度の大涌谷火山活性化からは回復が
見られ、ありがたいと思っています。
固定資産税超過課税については、都市計画税
相当額という範囲内では、長期的に継続して
いく必要があると考えています。

3
固定資産税
の見直し

平成31年度以降の５年間は、固定
資産税の超過課税を現状のまま継
続すれば、町の収支バランスが合
うということで良いのか。

平成31年度以降の５年間平均で約５億円の財
源不足が見込まれており、現状の固定資産税
の税率を継続できれば、これを補えると考え
ています。

4
固定資産税
の見直し

固定資産税超過課税の５年間を提
案とともに、その次の財源として
宿泊税を示しているが、超過課税
はとりあえず当面の財源を確保す
るという考え方なのか。

超過課税は、とりあえず当面はという考え方
ではありません。町が存続するために、住民
や観光に対して行う最低限の必要なサービス
を維持するための財源として、これだけの負
担をお願いしますという内容で提案していま
す。

5
固定資産税
の見直し

固定資産税の超過課税1.58％を５
年間継続し、その間、宿泊税を検
討し、その結果、６年目以降に導
入する可能性があるという理解で
良いか。

そのとおりです。
青色の資料14ページで固定資産税超過課税を
行っても決して高くないと説明しましたが、
都市計画税にしても固定資産税の超過課税に
しても固定資産税の標準税率1.4％に上乗せす
るものですので鎌倉市の1.7％や湯河原町の
1.65％、小田原市の1.6％と比較すると箱根町
の1.58％は低い状況にあります。

6
固定資産税
の見直し

固定資産税の通常の税率は、どれ
くらいなのか。また、当分の間、
続けるという説明があったが、何
年、続けるのか。

固定資産税の標準税率は1.4％となります。ま
た、現状の超過税率1.58％の５年間の継続を
考えておりますが、６年目以降は、固定資産
税の超過課税を継続しつつ、さらに不足する
分については、宿泊税などの新たな税の導入
について、今後検討していきたいと考えてい
ます。

財政対策に関する説明会における主な質問・提案と回答＜質問分＞

－2－ 【質問分】



№ 詳細区分 主な質問 回答

7
固定資産税
の見直し

固定資産税の税率は、近隣の小田
原市、南足柄市、山北町、湯河原
町、真鶴町、三島市で1.4％であ
る。
箱根町だけ税金が高ければ、空き
家対策等を行っていても住む人が
居なくなってしまうのではないか
と思うが、町ではどう考えている
のか。

青色の資料14ページの図表15のとおり観光地
所在市町村の課税状況を調べたところ、本町
では固定資産税超過課税を行ってますが、他
団体では都市計画税を課税しています。
固定資産税超過課税と都市計画税を含めた税
負担で考えると本町の超過課税0.18％は、鎌
倉市の0.3％や湯河原町の0.25％、表にはない
小田原市の0.2％よりも低いので、トータルで
は高くないと考えています。

8
固定資産税
の見直し

県内から箱根町に移住し住居を建
てたら固定資産税が約1.8倍とな
り、税務課に問合せ課税は適正で
あることは確認したが、固定資産
税が高い町に来て失敗したと感じ
ている。
今後の財源不足に対し固定資産税
超過課税などで、さらに町民への
負担が増すと箱根町に住む人が減
り、町外に出てしまうのではない
か。
また、そもそも、町民に負担させ
るのは、間違っているのではない
か。

青色の資料14ページの図表15のとおり観光地
所在市町村の課税状況を調べたところ、本町
では固定資産税超過課税を行ってますが、他
団体では都市計画税を課税しています。
固定資産税超過課税と都市計画税を含めた税
負担で考えると本町の超過課税0.18％は、鎌
倉市の0.3％や湯河原町の0.25％、表にはない
小田原市の0.2％よりも低いので、トータルで
は高くないと考えています。
本町では、下水道など都市計画事業を行って
いる中で下水道受益者負担金も取らずに整備
してきたことなどを考えると町内外の方に幅
広く負担をお願いしたいと考えています。

9
固定資産税
の見直し

固定資産税の税率は、上限がな
く、議会が承認すれば、制限なく
高くできるようであるが、個人的
には憲法違反ではないかと感じて
しまう。
日本国民ということを考えれば、
市町村間でこれほど税率に差を設
けて良いのか。

固定資産税の税率は、法律で各市町村が変え
られると規定されており、憲法や法律の違反
にはあたりません。
また、本町の超過税率の設定は、他団体の都
市計画税の税率も勘案して決定しており、突
出して高い税率を課してはいないと考えてし
ます。

10
固定資産税
の見直し

青色の資料２ページの図表１の№
３に固定資産税の1.68％から
1.58％への税率引下げへの対応決
定とあるが、1.68％は案であり、
実際に課税していないのではない
か。

平成27年の財政対策説明会でも1.68％の税率
にしないと様々な住民サービスが困難になっ
てしまうことを説明させていただきました。
議会審議の結果、税率引下げ分をどう対応し
たか説明する必要があると考え今回の資料に
記載しています。

11
固定資産税
の見直し

固定資産税に優遇制度があると聞
いた事があるが、どのようなもの
なのか。
また、それを廃止すれば、どのく
らい効果があるのか。

固定資産税の優遇制度は様々であり、産業構
造などにより工場誘致に活用している市町村
もあります。
本町では国際観光ホテル整備法による減免制
度により、ホテル、旅館を一定の基準に基づ
き整備した場合、初年度は50％減免、それ以
降、減免割合10％ずつ下げて５年目以降は
10％減免が継続する形を取っています。
この制度は、観光産業の発展、特に外国人観
光客のために必要ですが、他市町村の状況を
見ると期間は改善の余地があると考えていま
す。
現在、検討を行っていますが、仮に減免期間
を設けた場合、2,200万円程度の効果が見込ま
れます。
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№ 詳細区分 主な質問 回答

12 宿泊税
長期に向けては宿泊税を検討とあ
るが、宿泊税とはどのような税
か。

東京都や大阪府では既に導入しており、宿泊
行為に対して課税するものですが、町の財源
確保策について各税目を精査した結果、平成
36年度以降の長期の財源不足への対応とし
て、宿泊税を検討することとしました。
宿泊税を課税する場合、全く新しい税とな
り、名称や徴収方法・税率等の制度設計とと
もに総務省の同意を得る必要もあります。こ
れを短期間では行えませんので、固定資産税
超過課税の継続を平成35年度までお願いし、
その期間に様々な意見をいただきながら検討
したいと考えています。

13 宿泊税

宿泊税は、どのような団体で実施
しているのか。
また、税金はどのくらい取ってい
るのか。

宿泊税は、法律で定められた税ではなく、都
道府県や市町村が独自に定める制度に基づき
課税するものです。
現状では東京都と大阪府で実施しており、こ
の他、京都市と金沢市でも実施が決定してい
ます。
東京都では100円又は200円、京都市では宿泊
料金に応じて200円から1000円を予定している
など団体により金額も異なっています。

14 宿泊税

宿泊税は、現実的に導入可能なの
か。
固定資産税の税率を上げているな
かで、京都市や金沢市など宿泊税
を実施するのであれば、町も積極
的に取り組んで欲しい。

宿泊税を課税する場合、町で制度設計し議会
の承認を得たうえで、さらに総務省に協議を
して同意を得る必要があります。
京都市の場合は、宿泊客が1,400万人程度いる
なかで200円,500円,1000円を課税し45億円程
度の税収を見込んでいるようですが、本町の
場合、入湯税収入が約７億円あります。
このような中でどのような制度で、いくら課
税し、それを何に使うのか、観光関係者を含
めて色々な方と話をしながら検討し、スムー
ズに課税できる環境を作らなければ、実施は
難しいと考えています。

15 宿泊税 法定外税が必要な理由は。

入湯税は宿泊で150円課税しており、これを値
上げする方法もありますが、入湯税は使い道
が決まっており財源不足が生じている歳出に
使えないという問題があります。
このため、法定外税として宿泊するお客様に
負担をお願するための検討を行いたいと考え
ています。
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№ 詳細区分 主な質問 回答

16 宿泊税
入湯税と宿泊税との兼ね合いで重
複した際には、入湯税を廃止する
という考えなのか。

観光客に何でも負担してもらうことにより、
今まで積み上げてきた箱根町のブランドを傷
つけてはいけないので、観光事業者の意見も
聞きながら慎重に検討したいと考えていま
す。
入湯税を廃止できるかわかりませんが、その
辺も含めて研究、検討する必要があると考え
ており、そのためには、ある程度の時間が必
要と考えています。

17 宿泊税

個人的な賛否ではないが、固定資
産税超過課税の継続は、税率は変
わらなくとも減価等により負担は
減るので、協力しようという町民
や事業者は多くいると思う。
この中で平成36年度からの財源確
保策としては、宿泊税に絞って検
討するのか、あるいは様々な税目
がある中での１つの選択肢に過ぎ
ないのか。入湯税は既に課税して
いるものの、年間２千万人の観光
客に対する行政サービスを考える
と、日帰り観光客を含めた負担の
あり方の検討も必要であると思う
ので、宿泊税に限らず、観光客全
般から負担いただく姿勢に舵を
切ったと理解してよいか。

平成27年度の新財源検討時も入湯税を見直し
てはとの意見がありましたが、その際は既に
入湯税が町税収入の１割以上を占めているな
かで、これ以上観光客に負担を求めるべきで
はないと説明したものです。
平成31年度からの５年間は固定資産税超過課
税の継続で賄える見通しですが、その後は財
源不足が拡大する見込みであるため、観光客
に負担を求める検討をする必要があると考え
ており、それが舵を切ったと言うのであれ
ば、そうなります。
日帰り観光客の負担方法については、町長か
らも何かないかという話がありますが、関所
を設けて通行料を徴収するような方法も非現
実的で困難な中で、現実的な方法として、他
団体でも実施している宿泊税の検討を考えて
います。ただし、導入には町民や観光客の皆
さまの理解を得る制度をゼロから作る必要が
あり、このため３～５年程度の期間を要する
と考え資料に記載しているものです。

18 宿泊税

町の立場も理解できる面もある
が、宿泊税ありきで５年間の超過
課税を実施するとなると、日帰り
や宿泊など様々な観光客がいる中
で、柔軟な検討ができないのでは
ないか。
資料に宿泊税を明記したことに対
しては様々な反応があると思う
が、舵を切ったのかと聞いたの
は、２千万人の観光客を誇るので
あれば、広く観光客から負担して
もらい、その見返りを示すことで
理解を求めて行く必要があるとの
考えからである。

宿泊税の導入に向けた検討を行うことを舵を
切ったと表現しましたが、導入前提で検討し
ていく訳ではありません。
今挙げられた問題なども含め、検討していく
ことを決定したとご理解いただければと思い
ます。
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№ 詳細区分 主な質問 回答

19
各税目の検

討
都市計画税を課税しない理由は。

課税自体は可能ですが、負担の公平性を考え
ると都市計画事業の恩恵を受けている区域、
本町の場合、下水道事業認可区域となります
が、この区域の明確化の作業が生じること。
また、都市計画税は使い道が決まっています
が、本町の場合、入湯税と使い道が重複し、
さらに都市計画税の充当する余地が少ないた
め、課税は困難であると考えています。

20
各税目の検

討

町内には公共下水道を供用してい
る地域もあるが、現在、どこまで
が認可区域となっているか。都市
計画税を考えた場合、既に受益が
ある一部地域とそれ以外の地域で
は負担の部分で不公平となるの
で、今後の整備の考え方を伺いた
い。

都市計画税は目的税であり、都市計画事業に
使途の定められた税です。本来であれば、公
共下水道事業の第１号（強羅処理区）と第２
号（仙石原処理区）は供用しているので、都
市計画税や受益者負担金をいただくこともで
きたのですが、いただかないという結論をし
ました。仮に、これから都市計画税を導入し
ようとしても、既に支払いが終わった整備費
に充てることは不可能なので、現在整備を進
めている第３号（湯本処理区）に充てること
となります。将来的には、町内全域に公共下
水道が整備されることになると思いますが、
整備完了には長期間を要することとなり、負
担の公平性の観点から、結果的に都市計画税
を導入できないと考えています。

21 町税等
（滞納対策含む）

各種税金の滞納額はどれくらいあ
るのか。そのうち固定資産税は、
どのくらいあるのか。

平成29年度の滞納繰越額の見込みは、町税全
体で3億4,000万円となっており、このうち固
定資産税は2億8,000万円となっています。

22 町税等
（滞納対策含む）

育英奨学金の滞納額はいくらぐら
いあるのか。

育英奨学金の滞納額は、約4,000万円となって
います。

23 町税等
（滞納対策含む）

町税と育英の滞納額で3億8,000万
円であれば、財源不足額５億円の
2/3以上なので、もっと努力すべ
きではないか。

徴収対策に取り組んでおり、ここ20年では徴
収率はかなり上がっており、平成28年度の
93.54％に対し、平成29年度が94.36％と１ポ
イント近く上がっています。インターネット
公売など新たな取組みも行っており、徴収に
努力をしています。

24 町税等
（滞納対策含む）

町税や育英奨学金のほか、水道、
下水道などの滞納分もあるのでは
ないか。

水道、下水道料金のほか、国民健康保険など
の保険料にも、残念ながら滞納額はありま
す。負担の公平性を考えると全員からご負担
いただくのが、当然という考えのもと徴収に
努力しています。
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25 町税等
（滞納対策含む）

固定資産税の滞納分は、何年から
何年までのものなのか。

固定資産税の滞納は、過去からの積み重ねた
ものになり、平成29年度末で2億8,000万円あ
るものです。

26 町税等
（滞納対策含む）

この滞納分は、回収不能なのか。

滞納繰越額は、以前は倍以上ありましたが、
不動産の差押えなど徴収対策の努力や景気の
影響もあり、特に近年は大きく減少していま
す。

27 町税等
（滞納対策含む）

徴収率が94.5％まで上がっている
ので、逆に残っている滞納分は、
債権回収が相当難しいものしか
残っていないのではないか。

94.5％は町税全体の徴収率で、毎年度、新た
に課税する現年度分の徴収率は98.9％となり
ます。
これまでの徴収努力により、徴収率が上がっ
ていますので滞納額の減少に繋がっていると
考えています。

28 町税等
（滞納対策含む）

滞納額のうち大半が焦げ付いてし
まい回収できないのではないか。

滞納繰越額の2億8,000万円は、過去からの滞
納分の合計額であり、平成29年度の１年間で
発生したのではありません。
この中には、国県が差押えているなどもあ
り、債権回収が難しいものがあるのは事実で
すが、全て回収不能になる訳ではなく、あく
までも全額回収を目指して努力しています。

29 町税等
（滞納対策含む）

徴収率が上がっているのは最近で
はないか。それ以前のものは、回
収不能となってしまったのか。

これまでの徴収努力により、債権回収を進め
てきた結果、滞納繰越額の残高が2億8,000万
円まで圧縮できたものです。

30 町税等
（滞納対策含む）

資料編の行財政改革アクションプ
ランの実績は町税徴収率92～94％
とあり、滞納となる６～８％でも
かなりの額になると思う。

92～94％は町税全体の徴収率で、毎年度、新
たに課税する現年度分の徴収率は平成29年度
で98.9％となります。
これまでの徴収努力により、徴収率が上がっ
ていますので滞納額の減少に繋がっていると
考えています。

31 人口減対策
人口減少高齢化に対し町はどのよ
うな取組みを行っているのか。

人口減少高齢化は全国的な問題であり国も地
方創生を推進していますが、どの市町村でも
大きな成果が上がっていない現状がありま
す。
町の人口動態を分析すると宿泊施設や観光施
設への就職のため10代後半から20代前半の若
者の転入が意外とありますが、独身寮に住ん
でいるケースが多く、結婚、出産を機に町外
に転出してしまう実態があります。
町ではターゲットを若者に絞り、そのまま定
住してもらうべく新婚家庭への家賃補助や子
育て世代の住宅取得補助など直接的支援を
行っています。
また、子育てしながら働きたい方も多いの
で、子育て支援の充実や町独自の特徴的な教
育に取組むことで人口増を図って行きたいと
考えています。
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32 人口減対策 町は人口増を目指しているのか。

日本全体の人口が減少している中で、これを
止めることはできませんが、減少幅を抑制し
たいと考えています。
町外から子育て世代に来て欲しいと考え色々
施策は行っていますが、顕著な成果を出すの
は難しいのが実情だと思います。

33 人口減対策

これまで３年間、住みよい町箱根
にするためのシンポジウムを５回
開催してきた。
いずれ提言をまとめて町に提出し
たいと思いますが、町の人口減少
対策についてお伺いしたい。
報道によると箱根町の将来人口は
7200人と見込まれていますが、現
状より5000人減少することになり
ますが、この対策は考えているの
か。

人口減少は、全国的なもので、ある意味、致
し方ないものであると考えています。7200人
という数字は、地方創生の取組みの一環で策
定した人口ビジョンの2060年の推計人口とな
ります。
これは、国の推計モデル等をもとに算出した
ものですが、その中で出生率の改善には、子
育て支援や教育に力を入れたり、サービスの
維持充実に取り組んで行く必要があると考え
ています。
これを行ったとしても人口を増やすのは、全
国的に見て難しく、いかに減少幅を緩やかに
して行くかが重要であり、そのためにもしっ
かり取組んで行きたいと考えています。

34 人口減対策

町内で事業を営んでいる経営者の
方やその息子さん世代が小田原市
など町外に転出していることに対
して、町はどう考えているのか。

箱根町に住んで頂ければ良いと思いますが、
憲法で居住の権利が認められている中で、大
きな事業所では従業員に住民票を必ず動かし
てもらうなど意識は持って頂いているようで
す。また、商工会議所でも合同入社式を開催
し、箱根町や小田原市に就職した方に、地域
に根付いて生活してもらう意識を醸成させる
取組みも行っています。
資料にもありますが、個人町民税が大きく減
収しているのは、経営者だけでなく従業員も
含めて町外に転出してしまうのも１つの要因
だと思いますので、そのために外からの移住
だけでなく定住施策も重要であると考えてお
り、通学費補助や第２子保育料無料化などの
事業を行っています。

35 人口減対策

定住人口促進の施策を伺ったが、
町民としては納得できない。町営
住宅は現状不便な所に多いが、生
活に困っている町民が入居してい
るため、商店が近いなど利便性を
考えるべきでないか。町営住宅数
の変遷を知りたい。

平成10年度に宮城野に第２上河原町営住宅が
完成し、25戸増えました。そこをピークに町
内全241戸を維持していますが、元箱根や湯本
の施設は老朽化のため新規募集は行わず、将
来的には廃止し、概ね160戸程度を目指す方針
です。
町営住宅は、入居要件で所得基準があるた
め、希望者全てが入居できるわけではありま
せん。その代わりに空き家バンク制度や、就
職のため町内に転入してきた若者世帯を繋ぎ
とめるための家賃補助制度等により、定住化
の促進を図っています。

－8－ 【質問分】



№ 詳細区分 主な質問 回答

36
行財政改革
アクション
プラン

行財政改革アクションプランのこ
れまでの経過は分かったが、将来
に向けたプランの具体的取組みを
教えて欲しい。

緑色の資料編の1,2ページに行財政改革の主な
取組項目を添付していますのでご覧いただけ
ればと思います。
ただし、これも抜粋した内容ですので各出張
所などに行財政改革アクションプランの冊子
を置いてるので、一度、ご覧いただき、不明
点等があれば問合せ頂ければと思います。

37
行財政改革
アクション
プラン

財源不足額５億円に対し固定資産
税で歳入確保を図るという説明が
あったが、その前に歳出削減の取
組みは行わないのか。

行財政改革アクションプランでは歳出削減の
取組みも行っています。
例えば、緑色の資料編の１ページ右側の基本
方針２「時代の変化に即応する行政サービス
の再構築」のレイクアリーナ箱根の運営見直
しや公共施設の計画的な再配置などが歳出削
減に向けた取り組みとなります。

38
行財政改革
アクション
プラン

資料７ページの行財政改革アク
ションプランの推進項目のうち基
本方針２の「ごみの減量化、資源
化及び適正処理の推進」の取組内
容を教えて欲しい。

平成29年４月から事業系一般廃棄物の収集体
制の見直し及び持込みごみの有料化を実施
し、ごみ処理原価をもとにごみ処理手数料を
算出し、29年度は経過措置として10円/kg、30
年度から18円/kgとしています。
事業活動で発生したごみは、自らが処理しな
ければならないと定められており、近隣市町
の状況も加味しながら事業系一般廃棄物の有
料化を実施しました。

39
行財政改革
アクション
プラン

資料７ページの行財政改革アク
ションプランの推進項目のうち基
本方針３の「高校生への電車・バ
ス共通定期券の導入検討・実施」
の取組内容を教えて欲しい。

現在でも高校生への通学補助を行っています
が、早朝や夜間にバスがなく部活や塾のため
に保護者が車で送迎している実態も見られま
す。
このため、バスに加え一定の負担で電車も利
用できないか事業者と協議しており、負担増
となる部分の半額程度を補助したいと考えて
います。

40
行財政改革
アクション
プラン

行財政改革アクションプランの取
組みに高校生へのバス電車共通定
期券があるが、どのような取組み
なのか。

早朝や夜間にバスがなく、部活や塾のために
保護者が車で送迎している実態も見られるた
め、バスに加え一定の負担で電車も利用でき
ないか事業者と検討しています。
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41
行財政改革
アクション
プラン

資料７ページの行財政改革アク
ションプランの推進項目のうち基
本方針３の「町内の医療環境整
備」の取組内容を教えて欲しい。

全国的な医師不足の中で町内の医療機関の先
生方の高齢化が進んでおり、第１次医療とし
てのかかりつけ医の役割や人口減少により患
者数が減少し経営が困難になる恐れなど、
様々な課題があります。
このような中で医療機関の先生方と意見交換
をしながら、現状の医療体制を極力長く維持
するために、町でどのようなことができるか
考えていくものです。

42
行財政改革
アクション
プラン

青色の資料の６ページ行財政改革
アクションプランの基本方針があ
るが、基本方針１の「将来に負担
を先送りしない持続可能な財政構
造への早期転換」は、逆に、負担
を先送りしてでも今を乗り切ると
いう考え方もあるのではないか。
基本方針２の「時代の変化に即応
する行政サービスの提供」も、時
代が変化しても必要な行政サービ
スを提供し続けることが住民の安
心に繋がるのではないか。基本方
針３の「社会経済構造の変化に適
応するまちづくり」は、箱根町だ
からこそ社会構造の変化に流され
ないまちづくりを考えるべきでは
ないかと説明を聞いて感じた。
また、長期を10年としているが、
箱根町は数十年、数百年先まで続
くので、もっと長いスパンでの視
点も必要ではないか。これらは、
町民の多くが漠然と思っているこ
とではないか。

行財政改革の基本方針１については、中長期
財政見通しでは可能な起債を考慮したうえで
歳入不足額を算出しており、それを踏まえて
中期の財源不足額が平均約５億円としていま
すので、全く先送りしない見通しを立ててい
るのではなく、借りられる部分は借りたうえ
で財源が不足することになりますので、圧縮
できる部分も考えていかなければと思いま
す。
また、前回の固定資産税超過課税の実施にあ
たっては、平成28年度から予算が組めないと
いう状況であり、説明会でも拙速過ぎるとい
う批判もいただきました。
このため、今回はより長いスパンで検討する
べきとの考えから、中期を５年先、長期を平
成39年度までとしています。国の制度や経済
状況が変わる中で、実際に見通しが可能なの
は、最大でもこの程度の期間であると考えて
いますが、より長いスパンでの考え方もある
のだと感じました。

43 歳出削減

この前の議員報告会では、ごみの
収集を週３回から週２回にするよ
うな話があったが、歳出削減に向
けた具体的な計画を教えて欲し
い。

冒頭に平成15年度を財政再建元年としたこと
を説明をしましたが、その際は町民に負担を
求めず、職員削減など歳出削減を中心に行政
改革に取り組んできました。
これを10年以上継続し、歳出削減は限界に来
ていたため、固定資産税超過課税を実施する
決断をしたものです。
ただし、歳入確保だけで良いと考えている訳
ではなく、行財政改革アクションプランにも
歳出削減の取組みを位置付けているので、着
実に取り組んで行きたいと思います。
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44 歳入確保
ふるさと納税の収支の状況を教え
てもらいたい。

本町では平成27年度の国の制度改正にあわせ
て、返礼品の充実などふるさと納税の促進に
取り組んできました。
平成29年度は見込みですが、これまで毎年度
６億円程度の寄付を頂いており、経費と返礼
品の費用が４割程度のため６割程度が町の収
入となります。
頂いた寄付は、当該年度に一部を財源として
活用し、残りは財政調整基金に積立て、翌々
年度以降に活用しています。

45 歳入確保
財源不足に対し、町債を活用する
ことで、不足額を圧縮することは
できないのか。

本町でも借金にあたる町債の借入れをしてお
り、平成30年度も箱根中学校の長寿命化工事
の財源として町債の借入れを予定していま
す。
先ほど説明した中長期財政見通しでは、国県
補助金や町債は最大限見込む形で推計を行っ
ています。

46 歳入確保

固定資産税が10億円以上減収した
という説明があったが、町民感覚
でも固定資産税が下がっており、
町も困っていると考え超過課税を
是認したと思う。
一方、町では固定資産税収が下が
ることへの対策、固定資産税評価
額は国の基準をもとに算出してお
り、土地価格も経済の動きで決ま
る中で町としてはどうしようもな
いと考えているのか。町で土地や
建物の価値の下落対策は、行って
来なかったのか。

固定資産税の主な減要因は、土地価格の下落
でバブル崩壊以降の日本経済の低迷により土
地取引が冷え込んだことに起因していると考
えています。
現在は、下落傾向が落ち着いてきて一部では
地価が上昇に転じていますが、町内全体まで
波及していません。
これは、日本全体の経済状況を反映して、東
京など一部を除き全国的な傾向であると考え
ています。
家屋は、経年で減価していきますが、新増築
の建物があると税収増となります。近年は、
宿泊施設が多く進出しており、固定資産税の
増にも大きく貢献していると考えています。

47 歳入確保

通常、どの自治体でも住民税を主
要な収入源にしているので、箱根
町だけが固定資産税を主要な収入
源にしているのは異常ではない
か。
町はもっと町民に住んでもらえる
ような町にしていくべきで、多く
の町民がこのように感じているの
ではないか。
町民が減るから町民税が減り、歳
入が減少するので、住民を増やし
町民税の増を目指すような施策を
何も検討していないのではない
か。この10年以上の間、町民が減
少しているが、町はなぜ人口が減
少しているのか検討し、その対策
を行ってきたのか。

大きな住宅地やベットタウンの市町村であれ
ば、ご意見のような考え方もあると思います
が、箱根町では残念ながら、そのような構造
ではありません。
少し前に消滅可能性自治体にもなっています
が、町でも町民を増やしたいと考えており、
人口増加や人口減少の抑制に向けて、若い方
に住み続けていたくための定住や移住に向
け、子育て支援や通学費補助などに力を入れ
て来ました。
日本全体が人口減少している中で、子育て世
代が生活の利便性などを考慮すると町外へ流
出してしまい、それに歯止めがかからないこ
とも事実ですが、この対策は、これまでも、
今後も模索しながらしっかり行っていきま
す。
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48 歳入確保

固定資産税の減収は他力本願の部
分しかないが、もう少し町が主体
的に何か対策に取組むことができ
ないのか。

固定資産税は土地や家屋の評価額に課税しま
すが、これは経済の動きに連動している部分
もあり、減収はやむを得ない部分があるとと
もに、本町だけ制度を大きく変えることは難
しいと考えています。
この中で現行の行政サービスを維持するため
の財源確保策として固定資産税超過課税を選
択したものです。
この他、宿泊税を長期的視点で検討していき
ますが、あまり本町が率先して取組むべきで
はないと考えています。既に入湯税を課税し
ていることや箱根のブランドや影響力を考え
ると、他市町村の動向を見つつ町の実情や特
性にあった制度を検討していく必要があると
考えています。

49 歳入確保

外国人観光客が多く見受けられ、
観光客自体が増加していると思う
が、入湯税など町の収入も増えて
いるか。

入込観光客数は、平成29年は約2,100万人と大
涌谷火山活性化以前の水準に回復していま
す。これに伴い入湯税も平成29年度は前年度
比で約3,300万円の増となり、大涌谷以前の水
準である約７億円に回復しています。

50 歳入確保
入湯税は申告制なので不正申告等
も懸念されるが、どう把握してい
るか。

入湯税は入湯客からの預かり税で事業者が納
付するので本来は徴収率100％が正しいです
が、現年度徴収率は99.71％であり、概ね納め
ていただいていると考えています。
申告納付なので基本的には事業者さんからの
数字に基づき課税していますが、平成29年入
込観光客数は2,152万人であり、前年比で増加
したことに伴い、先ほどの説明のとおり入湯
税も前年度比約3,300万円の増となっています
ので、適正に申告して頂いていると考えてい
ます。

51
行財政運営
の考え方

中長期財政見通しを見ると歳入不
足が拡大していくことが分かる
が、家庭では給与の範囲内でやり
繰りすることを考える。
町も財政が安定するまで、歳入に
見合った歳出の削減や見送りなど
を行わないのか。

冒頭で固定資産税超過課税の実施以前の取組
みを説明しましたが、これまで職員削減や事
業の見送りなど町民の皆さまに極力負担をお
願いしない形でやり繰りしてきました。
これを20年近く行ってきたため、大幅に削減
できるサービスがなく、また、施設も老朽化
により、これ以上の先延ばしが困難な中で固
定資産税の超過課税をお願いしたものです。
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52 行政サービス

通学に負担がかかるので町外に転
出してしまうという話を聞くが、
高校通学費に対しどの程度、補助
しているのか。

箱根や仙石原からは3ヶ月で7,8万円程度の定
期代かかりますが、保護者が３ヶ月で1万8千
円、１ヶ月で6千円負担してもらえれば、それ
以上は町の負担で定期券を買うことができま
す。
現在調整中の電車バス共通定期券は、電車に
係る追加費用の一部を町が負担することを想
定しています。
保護者の通学費負担の軽減のための制度であ
り、財政逼迫の一因とも言えますが、皆さま
の理解を得ながら、今後も続けて行きたいと
考えています。

53 行政サービス
充実した施策を行ってくれるので
あれば、ある程度の負担はやむを
得ないのではないか。

町民会議からも固定資産税超過課税を継続す
るのであれば、将来に向けて教育や観光など
の施策を充実させるべきとの提案を頂いてい
ますので、町としても将来に向けた取組みは
しっかり行っていきたいと考えています。

54 行政サービス

ごみの減量化と受益者負担の適正
化の説明があったが、資源化の取
組みはどのようなことを行うの
か。

資源化については、現状、リサイクルへの意
識啓発などの取組みを行っていくものです。

55 行政サービス

平成28年の町長選で現町長から大
涌谷火山活動活発化の影響で人口
が2,000人程度、減少したと聞い
た。
その分の行政サービスは不要にな
ると思うが、組織の見直しや歳出
削減など、どのような対応を行っ
たのか。

平成27年度は、大涌谷火山活動活発化により
一時的に人口が大きく減少しましたが、従業
員も戻ってきており、大涌谷の影響からは回
復していると考えてます。
この際、人口減少によるサービス削減を考え
るよりも、防災や町内経済など様々な課題が
生じ、その対応のため逆に業務量が増えた部
分もあります。

56 財政逼迫

資料４ページの財政逼迫の要因の
なかで固定資産税が12.5億円少な
くなっていると説明があったが、
主な要因は何か。

バブル崩壊以降の地価の下落が、主な要因で
あると考えています。

57 財政逼迫
地価の下落は、今は収まっている
のか。

地価は、湯本などのごく一部を除いて横ばい
又は下落している状況であり、現状でも下げ
止まっていません。

58 財政逼迫
地価の下落は、どの市町村でも同
じではないのか。

地方では、基本的に傾向は同じで地価は下落
していますが、本町の場合、過去の下落幅が
若干高い傾向にあったと考えています。
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59 財政逼迫

資料で固定資産税はピークからの
減少額を示しているが、バブル時
の上昇していた時も含めて説明す
べきではないか。
当時は、町税も使い切れないくら
いの収入があったはずで、そのよ
うな経過をカットして、歳入が減
少してきた部分のみ示して、町が
財政難で大変だと示すのは、住民
を欺いているのではないか。
町税が右肩上がりで増えていた時
にどうしていたのか、ピークから
バブル崩壊後の右肩下がりに町税
が減少して行った時にどうしたの
かを説明せずに、歳入が減少して
から困ったから町民に負担を求め
る説明だけするのは、おかしいの
ではないか。

固定資産税は、バブル崩壊以前の地価高騰時
は激変緩和措置が講じられていたと思います
し、バブル崩壊以降の地価の下落から町内の
一部地域で上昇に転じているものの、全体で
は下がりきっていないのが現状だと思いま
す。
町税収入が多かった時には、道路や公園、下
水道などを都市計画税や下水道受益者負担金
も取らずに整備して来ました。また、それで
も余剰した分は、財政調整基金や建設基金に
積立てて将来の備えとしてきました。
平成８年度の町税のピーク以降は、職員削減
などの行政改革を行いつつ、これまでの蓄え
を徐々に使いながら、やり繰りしてきまし
た。
この町税の減少期間が約20年間続いており、
歳出削減も限界に来たため、平成28年度から
固定資産税の超過課税の実施を決断したとい
うことをこれまでも、また、今回も説明して
いるものです。

60 財政逼迫

近隣市町にも土地を所有してお
り、下水道受益者負担金の請求が
突然来て驚いたことがある。
箱根町では払った記憶がないので
問合せしたところ、通常の市町村
では負担をお願いしているとの回
答であった。箱根町ではなぜ受益
者負担金を取っていないのか。

本町では下水道受益者負担金を徴収していま
せんが、このような団体は、全国でもごく少
数の団体しかありません。また、本町では課
税していませんが、都市計画税も課税してい
る市町村もあります。
財政が豊かであったこともあり下水道受益者
負担金をお願いせずに、ここまで整備を進め
ることができましたが、一方で負担をお願い
してこなかったことが、財政逼迫の１つの要
因になっている部分もあると思います。

61 財政逼迫

青色の資料５ページのサービス水
準の向上・維持のための経費の増
大のなかで地方分権改革の進展と
あるが、具体的にどのような事な
のか。

自分の地域のことは、自分で決めて行く考え
方のことで、国や県が持っていた権限を国か
ら県、県から町に事務が移管されてきまし
た。
町が主体的に事務を行える一方、事務量が増
えてきたため、職員削減が難しい要因の1つと
なっています。

62 財政逼迫

地方分権により、権限や事務が移
譲されるのは分かったが、そのた
めの財源も移管されるのではない
か。

国は、移管する事務に要する費用を出します
が、地方交付税で交付することが多いのが実
情です。
本町では、不交付団体であり、お金が交付さ
れませんので、事務負担だけ増えて財源が
入ってこない状況になっています。

63 財政逼迫
事務が増えるのに財源が来ないの
は、おかしいのではないか。

町長を先頭に制度の見直しについて国県へ要
望していますが、地方交付税の不交付団体
は、約1700ある市町村のうちごく一部の市町
村であるため、意見を取り入れて貰えない状
況があります。
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64
中長期財政
見通し（財
政推計）

中長期財政見通しでは、町税徴収
率は考慮しているか。

推計上の徴収率ですが、考慮しています。

65 公共施設
現在、旧宮城野保育園の解体を
行っているが、跡地は、どのよう
に活用するのか。

宮城野公民館や消防団詰所も老朽化が進んで
おり、今後、地区全体の公共施設をどうすべ
きか、地域の皆さんと一緒に検討していく必
要があると考えています。
この中で保育園跡地の扱いも検討することに
なりますが、直ぐに結論はでないと考えてい
ますので、この間、葬儀時の駐車場などの利
用は、現状のままとする考えです。

66 公共施設

旧宮城野保育園の解体にいくらか
かっているのか。
旧宮城野保育園の活用方法が決定
していないのであれば、直ぐに解
体しなくても良いのではないか。
解体を先延ばしすれば、その費用
分は、財源不足を補うことができ
るのではないか。

旧宮城野保育園と隣接施設を含めた解体費用
は約2,400万円です。
多くの公共施設を保有し老朽化が進んでいる
中で、今後の人口減少や厳しい財政状況を踏
まえると、全ての公共施設を建替えることは
不可能であるため、公共施設再編計画を策定
し延床面積３割削減を目標に取組んでいま
す。
この中で、木造で老朽化も激しく他の利用も
見込めず、防犯上の問題等も考慮し解体する
こととしたものです。

67 公共施設

新しい宮城野保育園の建設時も、
当初より費用が億円単位で増えた
という話を聞いたが、このような
想定外の費用を減らすことも歳出
削減のためには必要ではないか。

新保育園建設時の追加工事の理由は、基礎工
事を行う際に、大きな石や木が土中から出て
来たため、費用と工事期間を変更したもので
す。
当初よりも約3千万円の増となりましたが億円
単位で増えた訳ではなく、試掘もしていたが
工事時に全て掘り返したところ石や木が多く
出てきたため、当初見込んでいない費用が発
生したものです。

68 公共施設
旧宮城野外窪の子育て支援住宅も
解体しているが、跡地はどう活用
するのか。

今後も公共用地として活用するのが困難な土
地であるため、建物解体後、当面は遊休土地
として管理し、売却などを考えていくことに
なると思います。

69 公共施設
財源不足の額が大きいのでこの先
どうなってしまうのか心配であ
る。

これまでの説明会でも公共施設が多いのでは
ないかというご意見を頂いたが、行政改革の
一環として公共施設の延床面積３割削減を目
標にしており、公共施設の再編整備に向けて
取組んで行きたいと考えています。
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70 地方交付税
財政力指数の計算方法は、どのよ
うなものか。

財政力指数の計算は、実際の歳入歳出の額を
もとに計算するものではありません。
収入は、実際の収入額に近い形で計算されま
すが、支出は、人口10万人の都市の支出を基
準額として算出し、各市町村の人口などを加
味して、どの程度の支出が必要か計算してい
ます。
本町の場合、人口1.2万人を基に計算されるた
め、実際の収入と支出にかい離が生じる原因
となっています。

71 地方交付税

この３年間で抜本的とまでいかな
いものの、苦労して様々な行財政
改革の取組みを行ってきたこと
は、理解しているが、町の財政難
に対して閉塞感を感じている。
この要因の１つに地方交付税が貰
えないことがあると思うが、町で
は国の制度なので、しょうがない
と諦めているのか。
この３年間で町の実情を訴えるな
ど改善に向けて何か取組みを行っ
ているのか。

地方交付税の改善については、毎年度、県を
通じて国に要望するとともに町長や副町長が
国会議員や国の関係機関へ訪問する際には、
必ず町の実情とともに交付税制度の矛盾を訴
えています。特に国立公園は国民の保養目的
に資するという目的や役割もあるにも関わら
ず、その費用が交付税の対象外となっている
ことは、事あるごとに訴えています。
しかしながら、不交付団体は1700ある市町村
の中で５％程度であり、さらに観光が主産業
で不交付団体なのは、箱根町と軽井沢町な
ど、ごく少数意見なので要望を取り上げても
らえない状況ですが、町としては諦めている
訳ではなく、今後も粘り強く要望活動を続け
て行きます。

72
町民等への

説明

町から30分間、一方的に説明する
形で、こんな説明だから町民は来
ないんだ。今日で説明会は、最終
日だが、議員を除き町民は何人出
席したのか。

今回の説明会の出席者ですが、昨日まで８会
場で開催していますが、全体で63名出席いた
だいて、そのうち町民が50名、議員が13名の
出席となっています。

73
町民等への

説明

町が財政難だから増税しますとい
う説明会には、誰も聞きに来ない
のではないか。町民が自分の町を
本当に良くするための発言を町側
が真剣に聞いてくれれば、もっと
多くの町民が、説明会に参加する
と思いますし、そのような会議を
企画して欲しいと思います。
また、冒頭のあいさつであった
「出を量って入りを制する」とい
うことは一般家庭では考えられな
い。収入にあった、身の丈にあっ
た支出を行わざるを得ない、その
ために支出をカットし恥ずかしい
思いをしたとしても、しょうがな
いのではないか。その点で町民税
が増える町にすれば、もっといい
サービスができると思うので、町
には、そのような意識があるの
か、又は意識が低いのではないか
と感じてしまう。

ご意見のように町に何を言っても聞いてくれ
ないと考える町民もいると思いますが、これ
まで50名ほどの町民の方に参加して頂き、
色々な意見を頂戴しました。その中で、町の
考え方や超過課税により他市町と比較して税
金が高い訳ではないことが理解できたという
方もかなりいましたし、その上で、さらにこ
のような施策を行って欲しいという意見もい
ただきました。
また、町民や事業者の皆さんのご意見を伺う
ため、２年前に町民会議を設置し、自由闊達
に意見交換する中で町と議会に提言したいと
いう総意により自主的に提言書を作成し提出
してもらいました。その中でも固定資産税超
過課税を継続していくことは、やむを得ない
が教育の充実や観光客に喜んでもらう観光地
とするための努力、施策をさらに進めてもら
いたいという提言を頂いています。
町では、これらも踏まえて行財政改革アク
ションプランや財源不足に対する考え方を作
成したと考えています。
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74
町民等への

説明

資料を自治会の人に配るために何
部か持って行って良いか。場合に
よっては回覧で回しても良いか。

自治会の方や回覧で周知して頂けると大変助
かりますので、必要部数をお持ち下さい。

75
議員に

関すること

議会だよりで議員が視察に行って
いるのを見るが、毎年、行く必要
があるのか。
視察自体は良いと思うが、施策等
に活かされているのか全く分から
ないので、わかり易く町民に説明
して欲しい。

今年度、議員さんが姉妹都市の洞爺湖町に親
善訪問を行っています。これは毎年という訳
ではなく、４年に１回実施しています。
この他、毎年、会派や個人で他市町村へ視察
に行っていますが、その具体的な効果が住民
の方には見えないというご意見だと思います
ので、議会にお伝えさせて頂きます。

76 その他

平成27年度の説明会にも出席して
おり、その際、様々な意見があっ
たかと思うが、町政に反映したも
のがあるか。

前回の説明会時の意見については、庁内で情
報共有し、町政に取り入れています。また、
毎年度、議会や自治会から要望を頂き、可能
なものは予算編成に反映する形で町政運営に
努めています。

77 その他
観光客が2,000万人を超えたと聞
いたが、どのように数えているの
か。

県内の市町村で年４回同じ日に入込観光客の
調査を行っています。
この他、宿泊施設や観光施設に調査を行い、
これらを集約して年間の観光客数を算出して
います。

78 その他
箱根町の民泊登録は、現在何件
か。また、民泊関連の入湯税の扱
いはどうであるか。

住宅宿泊事業法が施行され、本町では県条例
で一部区域に営業制限を設けていますが、現
在、町内で登録されている事業者は６件で
す。
登録手続きは、管理人の有無などにより異な
りますが、町ではチェックリストを作成し、
関係課等による確認を行ったうえで、最終的
に消防本部から消防法令適合通知書を交付
し、県に登録する流れとなります。
この中で温泉を利用していれば入湯税を徴収
することになっていますので、様々な情報が
入り次第、確認等も行います。民泊は空き家
の有効利用に期待できる制度ですが、運用に
ついては法令を順守するよう指導していきた
いと考えています。

79 その他

技術的な説明をされていた印象
で、それが正しいかは判断がつか
ないが、町財政が悪化してきたこ
とも先の見通しもその時点になら
なければ分からない部分であり、
それを技術的な話でまとめるのは
理解が難しいので、町に任せる以
外にないと思う。

ご意見として承らせて頂きます。

79
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1
固定資産税
の見直し

固定資産税は、町外者が７割を占
めており、都市計画税を課税して
いないことなどを考えると1.58％
はやむを得ないと感じる部分もあ
る。
観光客の増により、住民負担が増
えることがあってはならないの
で、次の３点について取り組んで
欲しい。

①国立公園の他市町村と連携し、
国や県に観光客受入経費への支援
を働きかける
②ホテル整備法対象の宿泊施設
は、施設も充実しているので減免
は継続しつつ入湯税を200円に引
き上げる
③公衆便所の有料化の検討

様々な提案を頂きありがとうございます。国
県への要望については、これまでも町長自ら
が先頭に立って国県に働きかけを行っていま
す。
今後も貴重なご意見をいただき、検討して行
く中で、実のある取組みに繋げて行きたいと
思いますので、今後もよろしくお願いしま
す。

2
固定資産税
の見直し

私は、固定資産税超過課税に賛成
である。町民税は人口減少問題や
転出者の増、法人税は国の方針の
問題がある。資料のとおり他市町
村では都市計画税を税率0.2％や
0.3％で課税しており、この代わ
りに超過課税を行うしかないので
はないか。
個人的には公共事業等により住民
福祉の向上が図られるのであれ
ば、税率や期間も0.18％や５年間
に拘らず、それ以上の税率、期間
を考えてもよいのではないか。住
民の中には、なぜ都市計画税を課
税しないのかという意見もあると
思うが、その辺りを明確にした方
が理解されやすいのではないか。

今回、固定資産税超過課税は５年間で提案し
ていますが、６年後以降の長期的な部分は超
過課税に加えて宿泊税の導入を含めた検討を
行いたいと考えていますので、超過課税は今
後、相当な長期間をお願いしたいと考えてい
ます。

3 宿泊税

日帰り観光客に負担を求めて行く
ことは困難であると決めつけてし
まっては議論が進まないので、そ
こを含めて検討して欲しい。
今まで実施していなかったので困
難であると思うが、できれば宿泊
税という前提をやめ、２千万人の
観光客全般から負担いただく方法
を広く柔軟に、さらに見返りを出
すことや入湯税等既存税目との兼
ね合いも含めて検討していただき
たい。

この説明会の場だけでも様々な意見が出てい
ますし、多くの意見をいただきながら時間を
かけて検討する必要があると考えています。
宿泊税の検討の際には、入湯税等との兼ね合
いも含めた制度設計等を検討しなければいけ
ないと考えています。

財政対策に関する説明会における主な質問・提案と回答＜提案分＞
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4 宿泊税

資料では各税目の検討をもとに長
期的に宿泊税を検討としており町
の立場として、明確に宿泊税を示
すことに理解できなくもないが、
逆に住民は宿泊税しかないと捉え
てしまうので恐れがある。
有識者会議でも様々な検討を行っ
たようであるが、現時点では住民
や事業者などの立場の違いから意
見も異なるので、宿泊税に捉われ
ず柔軟に検討していただきたい。

中長期財政見通しにより平成36年度以降、財
源不足の拡大が見込まれている中で、財源確
保策を示さないのは無責任であるとの考えか
ら、宿泊税を検討対象としていくこととしま
した。
今後は、宿泊税という名称も含めた検討を考
えていますし、検討の結果、観光客に負担を
求めるのではなく、固定資産税の超過税率を
引上げることを選択する可能性も考えられま
すので、柔軟に検討していきたいと考えてい
ます。
本日の意見を含めて様々な意見があるため、
宿泊税の検討には時間を要すると考えており
ますので、あくまでも導入に向けた検討を行
うこと決定をしたことをご理解いただければ
と思います。

5 宿泊税

緑色の資料編の７ページに観光関
係の支出があるが、観光関係で約
12.7億円掛っているとある。人口
1.2万人の町に2,000万人の観光客
が訪れることを考えると観光客に
負担をお願いすべきではないか。
宿泊税では宿泊者がさらに負担す
ることになるので、個人的な意見
としては、「環境観光税」とし、
例えば2,000万人の観光客から100
円負担してもらえれば、20億円の
税収になる。
これを環境と観光ために使えば、
観光客からも理解が得られ易いの
ではないか。

理想的には幅広い観光客から負担をお願でき
れば良いですが、特に日帰り観光客から、ど
のように負担をしていただくかが課題と考え
ています。関所を設けて徴収できると良いで
すが、現状では非現実的な話であり、他団体
でも手法が確立されていません。
各税目を検討した結果、実現性が高い手法に
的を絞って検討する必要があると考え、宿泊
税について５年間で検討することとしていま
す。
検討にあたっては、観光関連団体や宿泊事業
者などに意見を伺いながら制度をゼロから作
り上げる形となり、周知期間等を含めると５
年間は決して長くないと考えています。この
ことから宿泊税を有力な候補としていること
をご理解いただければと考えています。

6 宿泊税
宿泊税と入湯税は同じような税な
ので、入湯税を引上げた方が良い
のではないか。

入湯税は目的税であるため、使い道が決めら
れています。現状、約７億円の税収があり、
対象となる支出が限られていますので、引上
げは困難であると考えています。
宿泊税の場合は、法定外税なので、町で使い
道を含めた制度設計ができるということが大
きな違いとなります。

7 宿泊税

有識者に意見を聞くのは良いと思
うが、お金儲けに長けていないと
思うので、テレビに出ているお金
設けのアイデアを持っている人を
呼んで、意見を聞いて何か取組み
を行った方が良いのではないか。
ロンドンなど外国で行っている
ロードプライシングを箱根町で出
来れば、50円でも莫大な金額にな
ると思うので検討してはどうか。
観光客も使い道をちゃんと説明す
れば理解が得られるのではない
か。

日本全体がインバウンドにより外国人観光客
が増えているなかで、出国税や宿泊税、入湯
税の値上げなど国や市町村で負担を求める動
きもあります。
箱根町は全国有数の観光立町ですので、同様
に負担を求める考え方もありますが、これま
で築きあげてきた箱根町というブランドもあ
りますので、長期までの５年間という時間の
なかで、観光関係者の意見も聞きながら、ど
のような税が良いか検討していきたいと考え
ています。
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8 人口減対策

町内の宿泊施設で３ヶ月位滞在し
ている方に理由を聞くと、東京は
熱いから避暑で箱根に来ている。
東京にはバスと新幹線を使うと直
ぐに帰れるので利便性が良いと
言っていた。
テレワークなどライフスタイルや
働き方への考え方が変わっている
中で箱根町の立地条件をもっとう
まく活用して、箱根を住む場所、
働く場所としてPRし、人口の定着
に取組むべきではないか。
そのためには、生活環境の改善も
同時に行って欲しい。

地方創生の取組みが始まった際に、いきなり
移住するのはハードルが高いため、買い物、
交通状況、気候などを体験してもらうため
に、お試し居住という取り組みを行っていま
す。今年で３年目で多くの方が参加していま
すが、残念ながら定住には至っていません。
この要因は、売主は早く処分したい意向です
が、移住者は、まず、賃貸で住んでみて自分
に合った物件を探したいという方が多くミス
マッチが生じていることが分かってきまし
た。この対応として賃貸物件を増やすべく宅
建協会と協力して空き家バンク制度を充実し
て行きたいと考えています。
ご意見のとおり、地の利や環境は素晴らしい
ものがあり、特にIT関係などは効率よく良い
ものが出来ると思いますので、今後も課題に
対応すべく取り組んで行きたいと思います。

9 人口減対策

空き家対策、移住対策など住民を
増やす取組みを行っているが、他
市町村のように、もっと上手に取
り組んで欲しい。

地方創生の取組みにあたり、国から各市町村
の人口分析とそれを踏まえた戦略を定めるよ
う要請がありました。
この中で町の人口動態を分析すると宿泊施設
等への就職のために10代後半から20代前半の
若者の転入が意外とありますが、住まいは独
身寮などが多く、その後、結婚、出産を機に
町外に転出してしまう実態があります。この
ため、若者の定住にターゲットを絞り、新婚
家庭への家賃補助や子育て世代の住宅取得補
助など直接的な支援を行っています。
また、移住については、東京の有楽町にある
移住相談窓口と連携しながら、移住に関する
取組みや子育て支援策、働く場の情報などを
提供しており、さらにお試し居住として、１
～２週間、箱根での暮らしを体験してもらう
取組みも行っています。
お試し居住を行う中で物件が不足していると
いう意見があり、要因は売主は早く処分した
いが、移住者は、まず、賃貸で住んでみたい
という方が多くミスマッチが生じていること
が分かってきました。宅建協会と協力して空
き家バンクの賃貸物件を増やすことでミス
マッチを解消して行きたいと考えています。

10 人口減対策

移住して来た個人の方が箱根スタ
イルという冊子を自前で作ってい
るが、移住生活がセンスよく紹介
されている。
そのような方と町が協力して官民
一体で行えばこれまでにないアイ
デアが生まれ、良い取組みに繋が
るのではないか。

箱根スタイルという冊子は承知しているが、
個人の方が作成したものなので配布の協力の
み行っています。
このようなセンス良いものは行政では作れな
いと思いますので、地域の皆さんが集まって
いただいてNPO法人など何らか住民主体で行っ
ていただき、それを支援する形が良いと考え
ています。
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11 人口減対策

仙石原にも箱根ラインという民間
で頑張っている方がいるので、町
も連携し何か行ったら良いのでは
ないか。

昨年度、地方から就職してきた方々が横の繋
がりを持てるように箱根ラインの方にも協力
してもらい、色々な事業所の若い方が集まっ
て出会いの場を創出する取組みに対して町か
ら助成を行いました。
このように新しい取組みも始めており、徐々
に連携を進めて行ければと考えています。

12 人口減対策

人口が減少しているのに模索して
いるという今の説明では、全然、
納得できない。町民が箱根町に住
まない理由は、日常生活、教育、
病院、交通費の４点だと思う。
他市町村では200円の町営バスを
運行したり、真鶴町も人口減少で
大変だが町営診療所を設け湯河原
町との病院と提携して行き来でき
るようにしているなど色々な対策
を行っている。これを見ると箱根
町でも努力していないとまでは言
わないが、努力が足りないのでは
ないか。箱根町に住みたいという
人は大勢いると思いますが不便な
ので来ない。私は、教育や医療、
交通に恵まれれば、もっと人口が
増えて行くと思うので、行政がも
う一歩踏み出すべきではないか。

定住人口が増え町が活性化し、個人・法人町
民税等の増収により好循環となることが理想
とは思いますが、現状は、昨年度開催した
「町の経済と財政を考える集い」で横浜国立
大学の准教授が講演した内容のとおり、町内
の民間消費により得た果実が町外で支出さ
れ、町にお金が留まらない構造となっていま
す。
居住・移転の自由や個別の子育て事情等もあ
り、町民が減少する流れは簡単には止まりま
せんが、町の通学支援や保育の施策は他団体
には決して見劣りしないほど充実しています
し、医療機関についても、人口減少により経
営を維持することが難しいなかで、誘致や設
備費の補助等も行っています。

13 人口減対策

町民が住み続けたい、町外から箱
根町に住みたいと思えるように日
常生活、教育、病院、交通費の４
つの大きな課題を改善すべく、町
がもっと努力をすべきではない
か。
そのことにより町民税が増えて行
政サービスが充実するのではない
か。県内でも秦野市や伊勢原市、
松田町では、市長、町長をトップ
に、ものすごく自分の町を宣伝し
ています。全国的な知名度が低い
からということもありますが、自
分の町を宣伝して、良い町にしよ
うと努力している。
箱根町は、既に知名度が高いこと
を有効に活かして、多くの人が住
めるような努力が必要ではない
か。

町の定住人口促進策として、空き家バンク制
度があります。その中で、トライアルステイ
という移住者を増やすための取組みを行って
おり、一定期間、実際に町内で生活してもら
い、交通機関や買い物等の利便性を体験して
もらうということも行っています。
しかしながら、空き家バンク制度に登録した
物件は売却目的であることが多く、移住を検
討している方は、すぐに購入するより、まず
は賃貸を希望される方が多く、ミスマッチが
あることが分かってきました。町民減少を少
しでも緩やかにするべく取り組んでいます
が、効果が見えない、ＰＲ不足というご意見
もあると思いますので、しっかり取組んで行
きたいと思います。
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14 歳出削減

医療費の高額療養費の還付事務手
続きについて、口座に入金される
まで、町と４回の書類やり取りが
必要であった。
今年度から領収書の添付が不要と
なり、１回分の事務手続きが簡素
化されたが、還付確定通知や振込
通知はそのままで、この間の郵送
料や事務作業が無駄ではないか。
これは１例であり、事務手続きを
改善できる部分は、まだまだある
と思うので厳しくチェックすべき
ではないか。

国民健康保険や介護保険については、国の制
度で事務手続きが決まっており、箱根町だけ
ではなく全国どこでも同じ手続きを行ってい
ると思います。
事務手続きで、何度もやり取りを行っている
のは承知していますが、改善できる部分は国
や県に要望していますし、今後も行っていき
たいと思いますが、一方で公金のやり取りに
なりますので、慎重に手続きを行う必要があ
ることもご理解いただければと思います。

15 歳出削減

住民税などで年金天引きされる
が、年金天引きと口座引き落とし
の２つあり、今月、いくら引き落
とされるのかわからない時があ
る。
この件について役場の窓口で聞い
た事があるが、国の制度で決まっ
ており、町としても事務が重複し
困っているとの回答であった。
町だけで解決できる問題ではない
かもしれないが、職員も余分な事
務を行っていると感じているのあ
れば、定期的にチェックして改善
に向けて取組むべきではないか。

住民税や保険料などの年金天引についても国
の制度ですので、箱根町だけではなく全国ど
こでも同じ手続きを行っていると思います。
制度の改善が必要な部分は国や県に要望して
いますし、今後も行っていきたいと思います
が、一方でお金のやり取りになりますので、
慎重に手続きを行う必要があることもご理解
いただければと思います。

16 歳入確保

町で事業展開している大きな企業
に対し、法人税の税率を上げ、負
担を増やしても良いのではない
か。

固定資産税額の町内と町外の負担割合が23％
と77％であることを説明しましたが、町で事
業活動を行っている企業は固定資産を多く
持っているため、この割合になっているとも
いえます。
本町では幅広く負担をお願いするために、ど
のような手法がよいか検討した結果、固定資
産税の超過課税を実施しており、大きな企業
には一定の負担をして頂いていると考えてい
ます。

17 歳入確保

固定資産税の場合、町民の負担も
増すので、法人町民税のように企
業だけ負担が増すようにできない
のか。

行政サービスには、観光客の受入れに係るも
のだけでなく、小中高校生の通学支援など町
民向けのサービスもあります。
このような中で、法人税の超過課税を行うと
企業の負担だけが重くなり、負担の公平性の
観点から問題があると考えています。
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18 歳入確保

クラウドファンディングを活用し
ても良いのではないか。箱根町の
ネームバリューがあれば、環境や
観光に関するものでお金を集めや
すいのではないか。

行財政改革アクションプランの推進項目にク
ラウドファンディングの活用を位置付けてお
り、ふるさと納税の一環として実施ができな
いか検討したいと考えています。

19 歳入確保

箱根町は、テレビを含めてメディ
アで取り上げられる機会が多い
が、箱根町発信の情報を目にする
機会がほぼないと感じている。
テレビ中継が日本一多い町と言っ
ても良いと思うので、それを逆手
に取って、町が儲けることを考え
た方が良いのではないか。

これまで税というもので儲けるという考え方
は、あまりありませんでしたが、地方税とい
う制度の中で地方公共団体として、適正に課
税できるような制度を考えていく必要がある
と思います。
その中で、今回、各税目について有識者に意
見を伺いながら、実際に課税が可能かについ
て検討した結果、実現可能性が高いのが、説
明の中であった宿泊税ではないかと考えてお
り、今後、名称も含めて制度について５年間
で検討して行きたいと考えています。

20
行財政運営
の考え方

町民に対し不交付団体だからやむ
を得ないという言い訳をするの
は、今後、止めて頂きたいと思い
ます。
また、財源があるだけ使うという
考え方から、身の丈にあった支出
に転換してはどうか。

町の説明を理解して頂いている中での発言だ
と思いますが、町では地方交付税の不交付団
体だから財源不足に陥ったとは考えていませ
ん。
交付税の関係で町が説明したいのは、町税が
減収しても交付税による補てんがないため、
減収分全額を行財政改革等により自力で対応
しなければいけないということです。
また、身の丈にあった支出という意見があり
ましたが、現状を見ると他市町村と比較して
も、住民サービスで特別なことを行っている
ものは、小中高校生への通学費補助や子育て
支援くらいで、他団体よりも過剰なサービス
を行っているから財源不足に陥った訳ではな
いと考えています。

21
行財政運営
の考え方

平成39年度には財源不足が13億円
を超え、さらに町債も増えるので
は、町は破局に向かっているので
はないかと感じてしまう。
平成27年度以降、行財政改革につ
いて様々な取組みを行ってきた結
果、財源不足額を算出し、現段階
ではこれ以上のものが出せないの
かなと思うが、行政と住民がうま
く成り立つギリギリの線を模索し
ていく必要があるのではないか。

町では逆に固定資産税の税率を1.58％から
1.4％に戻し、それを続けると財政破たんする
可能性もあると考えています。今後も固定資
産税超過課税を継続し、さらに宿泊税など新
税を加えれば、長期的にも持続可能な行財政
運営が可能であると考えています。
本町では、下水道や道路など他団体並みの整
備を行っていますが、都市計画税は課税して
きませんでした。これが財政ひっ迫の要因で
もありますが、都市計画税も固定資産税の超
過課税も固定資産税の標準税率1.4％に上乗せ
するものですので、他団体の都市計画税の税
率も考慮し、固定資産税の税率を決定したも
のです。それであれば、町民向け、観光客向
けのサービスを受けている双方から応分の負
担を求めることができ、適当と考えたもので
す。
これは、青色の資料の14ページの観光地所在
市町の課税状況と比較しても、大きな負担で
はないと考えています。

－23－ 【提案分】



№ 詳細区分 主な提案 回答

22
行財政運営
の考え方

入込観光客2,100万人という発表
があったが、観光客が来ることと
町が豊かになり住民が潤うことは
一致していないのではないか。
そうであれば数字的なプライドを
捨てて考えて行くべきではない
か。

仮にプライドをかなぐり捨てて国に財政支援
を求めても、現行制度では国から交付税など
の支援がある訳ではありません。
それよりも固定資産税超過課税であれば財源
不足額５億円を確保するために町民から１億
円負担して頂ければ、町外者から残る４億円
を負担してもらうことになりますので、合計
５億円のサービスを提供できるという考え方
もあることは、ご承知おき頂ければと思いま
す。

23 行政サービス

宮城野や仙石原では夜遅くまで部
活動をしている生徒は、バスがな
くなってしまうので、町で夜間に
バスを運行することができないの
か。

生徒のために夜間にバスを運行する場合、多
大な費用を要し、バス会社の協力も得られ難
い現実があります。
次善の策として電車で宮ノ下や強羅まで行き
保護者が迎えに行く形にできれば負担軽減に
なると考え、バス電車共通定期券を実現に向
けて関係機関と調整しているところです。

24 行政サービス
大学生への通学費補助など、通学
支援策をさらに充実させると良い
のではないか。

通学支援については、小学生はスクールバ
ス、中学生の定期券補助、高校生の通学費の
補助で年間8,000万円程度支出していますが、
その財源を確保する側面もありますので固定
資産税超過課税の継続にご理解いただければ
と思います。

25 行政サービス

今年の4月にまちづくりの講師を
派遣してもらい、地域住民で話を
聞き、その後、住民同士でアイデ
アの相談をした。
このような取組みはもっと広げて
行くべきではないか。

まちづくりアドバイザー制度については、宮
ノ下地区の方から申込みいただきましたが、
元々は景観施策の一環として立ち上げた制度
をまちづくりも含めた形に拡充したもので
す。
まちづくりは行政だけで行うものではなく地
域の皆さんが主体となり進めて頂けると大変
ありがたいと考えていますので、今後も有効
に制度を活用して欲しいと思いますし、町と
しても積極的に周知しながら他地域にも広げ
て行きたいと考えています。

－24－ 【提案分】
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26 公共施設

今後10年間、どのような事業を行
うのか。本当に必要な予算や事業
規模であるか疑問に感じた。
例えば、元箱根集会所は私も含め
住民に大変喜ばれているが、これ
ほど充実した施設が必要であった
のかと思う。
集会所の規模は自治会で要望した
が、想定を超える充実した設備等
であったし、出張所を入れた方が
効率的であるとの意見もあったと
思うが、住民の声をしっかり反映
しているかをもっと確認して欲し
い。

今後の大規模事業としては、施設の老朽化に
伴い、今年度から箱根中学校、平成33年度か
ら湯本小学校体育館、平成38年度から仙石原
小学校の大規模改修を予定しています。この
他、今年度から着手している防災行政無線の
デジタル化やごみ処理広域化に伴う施設整備
などを今後予定しています。
また、元箱根集会所は、住民の皆さまの要望
に基づき施設を整備しましたが、今後の人口
減少や財政見通しを考えると、全ての公共施
設の維持はできません。このため、公共施設
マネジメントとして延床面積３割削減を目標
としており、例えば３施設で１つの会議室を
供用するなど施設の複合化を進めて行きたい
と考えています。

27
町民等への

説明

高校通学費補助制度は、他団体で
も実施しているのか。
町独自のものであれば、良い取組
みなので、もっとアピールした方
が良いのではないか。

近隣でこのような施策は聞いたことがなく、
本町ほど充実した補助を行っている市町村は
ないと思います。
補助制度を利用している保護者以外には、制
度を理解してもらう機会があまりないので、
ご提案のとおり広く周知していきたいと思い
ます。

28
町民等への

説明

各種団体の集まりで、近隣市町の
方と話す機会があるが、みんなが
言うほど、小田原市が良いと感じ
ない部分がある。
箱根町の方が小児医療や通学費の
支援、保育料が安いことなど説明
しても、生活の利便性や塾の問題
を言われてしまい、箱根町の良さ
が伝わらないことを良く感じるの
で、町としてもうまくPRして欲し
い。

本町では、近隣市町よりも充実した子育て施
策を行っていますが、町に住み続けている
と、それが普通であると考え理解してもらえ
ないもどかしさがある一方、転入して来た方
は、箱根町では手厚く色々行ってくれている
と褒めて頂くことがあります。
ご意見にあるように、町の施策をどのように
町内外にPRしていくかが重要であると考えて
いますが、なかなかうまくいかない面があり
ます。
今後もPRは行っていきますが、町の取組みを
知っている方が、口コミでどんどん発信して
頂ければ、大変ありがたいと思います。

29
町民等への

説明

財政力指数が高いので、財政が裕
福だと思われてしまうが、ごみ処
理、消防、下水道などで観光客に
要する費用が多くかかっているこ
とを、もっと説明した方が良いの
ではないか。

緑色の資料編７ページに観光関係の支出比較
と特徴的な行政サービスという資料がある
が、観光地ではない市町村と比較すると明ら
かに多くの費用を支出していることがお分か
り頂けると思います。

29
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№ 会場 分類 意見や感想

1 宮城野公民館
行財政運営の

考え方

無駄使いをしてお金がたらなくなったのではないことが、よく分か
りました。税金は安いことに越したことはありませんが、行政サー
ビスを続けて行くためには、超過課税も必要だと思いますし、超過
課税があっても町の税金は他の市や町に比べて高くないことが分か
りました。
町の皆さんには更なる努力をお願いします。

2 温泉公民館 歳入確保 ごみ袋を値上げしたらどうですか。（２～５倍）

3 仙石原公民館
町民等への

説明

株式会社箱根になってお金を稼いでください。
PRにチラシ、新聞、雑誌は時代遅れです。
テレビ、SNSを使わないと！

4 大平台集会所 行政サービス

超過課税をこれからも続けなければならないことは分かりました。
行財政改革アクションプランを作って改革を進めていくと言われて
も、正直よくわかりませんが、町の職員が、いつもよくやってくれ
ていることは承知しています。
我々町民も自分たちでできることは、自分たちでやらなければなら
ないと思い、それなりにやってはいますが、高齢化が進み行政に頼
ることも多くなると思います。行政とうまく役割分担していかなけ
ればならないと考えます。

財政対策に関する説明会における意見や感想（筆記分）

- 26 - 【筆記分】
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